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国の河川・道路管理用光ファイバ収容空間の開放概要について
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（光ファイバ収容空間イメージ図）

○ 国の管理する河川・道路管理用光ファイバ収容空間について、施設管理に支障のない範囲で占
用者として民間事業者等へ開放。

○ 申請については、通年で各地方整備局等にて受付を実施。

出典：四国地方整備局HP

【制度の概要】

○制度の対象 ：電気通信事業者、ケーブルテレビ事業者、国、地方公共団体
○開放区間 ：ホームページ上で公表
○募集時期 ：通年募集
○占用料 ：河川法・道路法に基づく占用料
○法的根拠 ：河川法第２４条及び第２６条

道路法第３２条又は電線共同講の整備等に関する特別措置法第１１条

【令和４年度末現在の敷設状況】

インフラの
種類

収容空間整備
延長[km]

民間事業者等への開放状況

開放対象延長
※1

[km]

民間等への開放延長
※2

[km]

河 川（直轄） 9,434 4,114 440
道 路（直轄） 20,389 18,120 15,563

合 計 29,823 22,234 16,003

※1・・・敷設延長のうち、１条以上の貸出が可能な区間の延長距離
※2・・・敷設延長のうち、１条以上を民間事業者等への開放を行っている延長距離

出典：北海道開発局HP

さや管 さや管 さや管 さや管

管理用
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国の光ファイバ収容空間開放状況の公表について

○国土交通省では、国が管理する道路・河川における収容空間の位置情報、利用可否をHPにて公表。

○具体的には、収容空間の整備状況を地図上で色分けして表示するとともに、利用可能な収容空間であるさや
管条数等を公表。

【URL】https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/tk_000048.html
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収容空間利用手続きの流れ

利用希望者 河川・道路管理者

占用申請書の提出 受付

占用許可書の送付受取

工事

○光ファイバ収容空間の占用申請書の様式は、河川法施行規則第12条及び第15条、電線共同溝の
整備等に関する特別措置法施行規則第２条等にて規定。

○河川・道路管理施設の占用手続きに従って処理し、申請から占用許可書送付まで概ね３ヶ月程度。

審査・調整

利用開始
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さや管

テープ
（１テープ）

※ さや管内には光ファイバが複数
敷設されている場合もある

【制度の概要】

※1・・・敷設延長のうち、１芯以上の貸出が可能な区間の延長距離
※2・・・敷設延長のうち、１芯以上を民間事業者等への開放を行っている延長距離

【令和４年度末現在の敷設状況】

国の河川・道路管理用光ファイバ芯線の開放概要について
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○「ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画２００２ （ＩＴ戦略本部決定）」等を受け､高度情報通信ネットワークの形成をよ
り一層進めるため、国の管理する河川・道路管理用光ファイバ芯線について、施設管理に支障の
ない範囲で民間事業者等に開放。

○ 年に１度、民間事業者等からの利用申し込みを募集。（今年度は10月6日(金)～11月10日(金)）

（光ファイバ芯線イメージ図）

光ファイバ

芯（4芯）
出典：北海道開発局HP

○制度の対象 ：電気通信事業者、ケーブルテレビ事業者、国、地方公共団体
○開放区間 ：ホームページ上で公表
○最小開放芯線 ：１芯から利用可能
○募集時期 ：下半期に１度募集（年１回）
○ 分担金 ：原則として １６円／芯／ｍ／年

堤防区間等、敷設が容易な箇所については１１円／芯／ｍ／年
○法的根拠 ：河川法第１７条第１項及び第６６条、又は、道路法第２０条第１項及び第５５条第１項の兼用工作物

インフラの
種類

光ファイバ
敷設延長[km]

民間事業者等への開放状況

開放対象延長
※1

[km]

民間等への開放延長
※2

[km]

河 川（直轄） 17,670 3,287 173
道 路（直轄） 21,256 14,559 7,209

合 計 38,926 17,846 7,382



国の光ファイバ芯線開放状況の公表について

○国土交通省では、国が管理する河川・道路における光ファイバ芯線の位置情報、利用可否をHPにて公表。

○具体的には、開放している位置情報を地図上で色分けして表示するとともに、利用可能な光ファイバ芯線数
を公表。

【URL】https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/tk_000048.html
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光ファイバ芯線の利用手続きの流れ

利用希望者 河川・道路管理者

利用申込書の提出 受付

芯線開放通知書の送付受取

兼用工作物管理協定の締結 等

利用開始

○ HPにて公表済の河川・道路共通の利用申込書に必要事項を記入し、国土交通省光ファイバ受付
窓口へ原則電子メールにて提出。

○申請から、兼用工作物管理協定の締結まで概ね2ヶ月程度。

審査・調整

工事

原則
電子メール提出

【参考】今年度の申請件数7件
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光ファイバ収容空間・芯線の利用手続におけるWEBによるオンライン化

○国において河川・電線共同溝それぞれについて占用のオンライン申請システムの検討を行っているところ。

○併せて、収容空間の占用と光ファイバの利用手続きについて、一元的な申請を行えるプラットフォームを整備
し、申請窓口をワンストップ化する予定。

これまで 令和５年度 令和６年度 令和７年度

・一部の直轄事務所でオンラ
イン申請システムの運用を
開始予定

・オンライン申請システムの利用可能な事務所を順次拡大
・オンライン申請システムの改良、利便性の向上

電子メールに
よる申請受付

オンライン申請システムの
内容検討

電子メールによる申請受付 オンライン申請システムの
整備・運用

【河
川
占
用

】

【電
線
共
同
溝

】

申請プラットフォームの構築を検討 申請プラットフォームの構築

【申
請
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

】
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※ 地方公共団体における道路の占用に関する手続きについては、本年８月より一部の地方公共団体においてe-Govによる道路占用許可手続きの試行運用をしており、来年度以降
全国の地方公共団体への本格導入を進めていく予定。

【道
路
占
用

】

オンライン申請システム運用中

【電
線
共
同
溝
以
外

】

申
請
窓
口
の
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
化
の
実
現

申
請
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

【芯
線
貸
出

】

電子メールによる申請受付



まとめ

⚫ 情報公開については、収容空間及び光ファイバ芯線の整備状況、位置情報、利用可否をHPで公表済。

⚫ 申請窓口のオンライン化については、河川及び電線共同溝の占用については、電子メールによる申請受付を
開始済。

⚫ また、道路占用（電線共同溝を除く）については、申請窓口をオンライン化済。

⚫ 河川については、占用のオンライン申請システムを整備中。

⚫ 電線共同溝については、占用のオンライン申請システムを整備予定。

⚫ 収容空間の占用と光ファイバの利用手続きの申請窓口のオンラインによるワンストップ化（一元的な申請）に
向け、共通プラットフォームを整備予定。

⚫ 民間企業も含めた情報公開・申請窓口の一元化については、総務省及び関係省庁と連携して対応策を検討。
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○ これまでの国の取組状況

○今後の国の取組

○国から地方公共団体に対する取組

○国から民間企業に対する取組

⚫ 地方公共団体（1,788自治体）を対象に、収容空間及び光ファイバの整備状況等の実態把握調査を、今年度
中に実施。

⚫ 調査結果を踏まえ、国・地方一元的な情報公開方法を検討、情報公開に必要なデータ収集・資料作成につい
て、国から地方公共団体に協力要請。

⚫ 国・地方の申請窓口のワンストップ化に向け、地方公共団体に対して、国で整備する共通プラットフォームの
活用を要請。
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